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１ 計画策定の趣旨 

 

本市では、平成17年２月の１市１町の合併以降、３次15か年にわたる定員適正

化計画に基づき、簡素で効率的な市役所を目指して、取組目標を数値で示しなが

ら定員適正化を積極的に進めてきました。 

その結果、令和２年４月１日の総職員数（見込み）は317人となり、平成17年４

月１日の388人から71人（約18％）削減という着実な成果を挙げてきました。 

しかしながら、本市の財政状況は依然として厳しく、地方分権が進展していく

なかで、自己決定・自己責任のもとで市民サービスを維持向上させ、一方では、

少子高齢社会に伴う負担が増大している状況においては、行財政改革を不断の取

組として進めていく必要があります。 

このため、中長期的な観点から職員数を管理する定員管理計画を策定し、計画

に基づいて、より一層、効果的な人員配置に努めて参ります。 

 

 

２ これまでの取組 

（１）合併前の状況 

現在の柳井市は、平成17年２月21日に柳井市及び玖珂郡大畠町の１市１町が合

併して誕生しました。 

合併前の平成11年度から平成16年度までの職員数の推移を、両市町の合計で見

ると、【表１】及び【図１】のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 図１：合併前 総職員数の推移  

 

 

 

 

 

 

 

  

表１：総職員数の推移
(単位：人、%)

平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 計

総職員数 424 416 415 411 406 398 ―

　対前年増減数 ― △ 8 △ 1 △ 4 △ 5 △ 8 △ 26

　対前年増減率 ― △ 1.9 △ 0.2 △ 1.0 △ 1.2 △ 2.0 △ 6.1

※　総務省　地方公共団体定員管理調査（各年度４月１日現在）から教育長を除いて集計
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両市町による定員管理の取組により、毎年職員数は減少し、平成11年度から平

成16年度までの削減数は26人、削減率は6.1％となっています。 

 

（２）合併後の取組 

合併時に新市建設計画に示した「今後の10年間において総職員数を50人削減、

普通会計ベースでの職員数では44人削減する」という目標を踏まえ、平成17年10

月に、平成17年４月１日から平成22年４月１日までの５年間を計画期間とし、「

普通会計職員数：19人（5.5％）の削減」を数値目標とする柳井市定員適正化計

画（第１次）を策定しました。 

その結果、平成22年４月１日には、総職員数は336人、普通会計職員数は298人

となり、総職員を52人、普通会計職員を45人削減し、新市建設計画における目標

数値を５年前倒しで達成することとなりました。 

続いて、平成22年３月に、平成22年４月１日から平成27年４月１日までの５年

間を計画期間とし、「総職員数：14人（4.2％）、普通会計職員数：13人（4.3％）

削減」を数値目標とする柳井市定員適正化計画（第２次）を策定しました。 

さらに、平成27年３月に、平成27年４月１日から平成32年４月１日までの５年

間を計画期間とし、「総職員数：5人（1.5％）、普通会計職員数：5人（1.7％）

削減」を数値目標とする柳井市定員管理計画（第３次）を策定しました【表２】。 

 

 

 

 

 

 

 

  

表２：柳井市定員適正化計画等における目標数値（教育長を除く。）

(単位：人、%)

削減目標 削減率 削減目標 削減率

新市建設計画 平成17年度～平成26年度 50人 12.9% 44人 12.5%

　定員適正化計画（第１次） 平成17年度～平成21年度 ― ― 19人 5.5%

　定員適正化計画（第２次） 平成22年度～平成26年度 14人 4.2% 13人 4.3%

　定員管理計画　 （第３次） 平成27年度～平成31年度 5人 1.5% 5人 1.7%

総職員数 普通会計職員数
計画期間
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（３）合併後の職員数の推移 

平成17年４月１日時点で388人だった本市の職員数は、第１次定員適正化計画

の目標年次である平成22年４月１日には336人となり、第２次定員適正化計画の

目標年次である平成27年４月１日には323人となりました。また、第３次定員管

理計画の目標年次である令和２年４月１日には317人となる見込みであり、着実

に成果を挙げています。なお、317人は、合併前の柳井市の職員数を18人下回る

数値となっています【表３】【図２】。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図２：これまでの定員管理計画と実績値の推移  
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0

表３：総職員数の推移（教育長を除く。）

（単位：人、%）

平　成

22年度

平　成

23年度

平　成

24年度

平　成

25年度

平　成

26年度

平　成

27年度

平　成

28年度

平　成

29年度

平　成

30年度

平　成

31年度

令　和

２年度
計

目標数値 337 335 333 332 330 323 322 318 317 319 318

　対前年

　増減数
― △ 2 △ 2 △ 1 △ 2 △ 7 △ 1 △ 4 △ 1 2 △ 1 △ 19

　対前年

　増減率
― △ 0.6 △ 0.6 △ 0.3 △ 0.6 △ 2.1 △ 0.3 △ 1.2 △ 0.3 0.6 △ 0.3 △ 5.6

実績値 336 331 331 327 328 323 318 316 317 313 317

　対前年

　増減数
― △ 5 0 △ 4 1 △ 5 △ 5 △ 2 1 △ 4 4 △ 19

　対前年

　増減率
― △ 1.5 0.0 △ 1.2 0.3 △ 1.5 △ 1.5 △ 0.6 0.3 △ 1.3 1.3 △ 5.7

※　表中の令和２年度実績値は、計画策定時における見込数値である。

計

画

実

績
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職員数の推移を部門別に見ると、【表４】のようになっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表４：部門別職員数の推移

（単位：人、%）

平17 平22 平23 平24 平25 平26 平27 平28 平29 平30 平31 増減数 増減率

議　　会 6 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 △ 1 △ 16.7

総　　務 83 70 74 70 67 67 67 67 71 72 71 △ 12 △ 14.5

税　　務 21 23 22 22 22 22 22 22 21 21 21 0 0.0

労　　働 1 1 1 1 3 3 2 2 1 1 1 0 0.0

農林水産 42 34 33 32 32 32 32 31 31 31 30 △ 12 △ 28.6

商　　工 8 6 6 9 8 8 8 9 8 8 8 0 0.0

土　　木 36 32 30 29 28 27 28 27 27 26 28 △ 8 △ 22.2

小　　計 197 171 171 168 165 164 164 163 164 164 164 △ 33 △ 16.8

民　　生 52 52 48 49 49 47 47 47 48 48 51 △ 1 △ 1.9

衛　　生 40 32 32 33 33 36 34 30 30 33 30 △ 10 △ 25.0

小　　計 92 84 80 82 82 83 81 77 78 81 81 △ 11 △ 12.0

289 255 251 250 247 247 245 240 242 245 245 △ 44 △ 15.2

53 42 42 43 42 42 39 39 38 37 34 △ 19 △ 35.8

2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 0 0.0

344 299 295 295 291 291

343 298 294 294 290 290 286 281 282 284 281 △ 62 △ 18.1

14 14 14 14 14 15 15 15 11 10 9 △ 5 △ 35.7

16 10 9 9 9 9 9 9 9 9 9 △ 7 △ 43.8

15 14 14 14 14 14 13 13 14 14 14 △ 1 △ 6.7

45 38 37 37 37 38 37 37 34 33 32 △ 13 △ 28.9

389 337 332 332 328 329

388 336 331 331 327 328 323 318 316 317 313 △ 75 △ 19.3

※　総務省　地方公共団体定員管理調査（各年度4月1日現在・平成26年度までは教育長を含む。）から集計
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３ 現在の状況 

（１）部門別職員数 

平成31年４月１日現在の職員数の状況を部門別に見ると【図３】、一般行政部門

が４分の３を占め、残りの４分の１を、教育部門、公営企業等会計部門、消防部

門が占めています。 

次に、一般行政部門の内訳を見ると【図４】、総務・企画部門が最も多く、次い

で民生、衛生、農林水産、土木、税務、商工、議会、労働の順となっています。 
 
 
 

 図３：部門別職員 構成比（平成31年４月１日現在）       図４：一般行政部門  構成比（平成31年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）類似団体との比較 

総務省が提供する定員管理の分析手法のひとつに「類似団体別職員数の状況」

があります。 

これは、すべての市区町村の普通会計職員数を対象にして、その「人口」と「

産業構造（産業別就業人口の構成比）」の２つの要素を基準として、いくつかのグループ

に分け、グループに属する市区町村の職員数と人口をそれぞれ合計して、グルー

プごとに人口１万人当たりの職員数の平均値 （加重平均値）を算出し、そのグループ

を類似団体として職員数の比較を行い、定員管理の参考とするものです。 

なお、他の市区町村との比較を行う観点から、実施している事業にばらつきの

ある公営企業等会計部門は除外し、普通会計職員数を対象としています。 

本市と類似団体（類型：市Ⅰ－３）との平成30年４月１日現在の職員数を、人口１万

人当たりで比較してみると、一般行政部門では類似団体の平均をやや上回り、普

通会計部門では下回っています【表５】。 
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表５：人口１万人当たり職員数（平成30年４月１日現在）

（単位：人）

一般行政 普通会計 一般行政 普通会計

柳井市 32,504 245 284 75.38 87.37

市Ⅰ-３
（36団体）

1,151,808 8,315 10,621 72.19 92.21

住民基本台帳人口
（平成30年３月31日）

職　員　数
（平成30年４月１日）

人口１万人当たり職員数

【参考】類似団体（一般市）の類型及び人口1万人当たり平均職員数

産業構造

人口 Ⅲ次 65%以上 Ⅲ次 65%未満 Ⅲ次 55%以上 Ⅲ次 55%未満

以上 未満
Ⅰ-３

（ 36団体）

Ⅰ-２
（74団体）

Ⅰ-１
（127団体）

Ⅰ-０
（35団体）

～ 50,000 一般行政 72.19 63.28 77.60 73.57

普通会計 92.21 82.04 100.63 97.21

Ⅱ-３
（84団体）

Ⅱ-２
（90団体）

Ⅱ-１
（69団体）

Ⅱ-０
（12団体）

50,000 ～ 100,000 一般行政 49.02 56.10 60.98 58.79

普通会計 62.84 73.69 82.18 75.50

Ⅲ-３
（50団体）

Ⅲ-２
（29団体）

Ⅲ-１
（22団体）

Ⅲ-０
（1団体）

100,000 ～ 150,000 一般行政 45.35 48.36 52.67 56.13

普通会計 59.84 65.66 70.05 66.50

Ⅳ-３
（32団体）

Ⅳ-２
（20団体）

Ⅳ-１
（5団体）

Ⅳ-０
（0団体）

150,000 ～ 一般行政 43.67 47.75 47.25 0.00

普通会計 60.23 65.65 60.44 0.00

※　職 員 数：平成30年4月1日現在　総務省地方公共団体定員管理調査による職員数

※　人　　口：平成30年３月31日現在の住民基本台帳人口

※　産業構造：平成27年国勢調査による産業別就業人口の構成比

Ⅱ次、Ⅲ次 90%以上 Ⅱ次、Ⅲ次 90%未満

人口1万

人当たり

職員数

類型及び構成団体

数

類型及び構成団体

数

類型及び構成団体

数

人口1万

人当たり

職員数

類型及び構成団体

数

人口1万

人当たり

職員数

区　　分

人口1万

人当たり

職員数
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職員数の状況を部門ごとに類似団体と比較すると、【表６】のようになってい

ます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
[単純値] 

単純値による比較は、総務、税務、一般行政、普通会計といった大部門以上の定員管理

の大まかな状況を把握する場合に用いる。 
 

[修正値] 

修正値による比較は、中・小部門の比較に用いるもので、当該部門に職員を配置してい

る団体のみを対象として計算した修正値を用いて、職員を配置している部門について比較

する場合に用いる。   

（単位：人、%）

平30.４.１ 単純値 修正値
現　　在 人口 超過数 超過率 人口 超過数 超過率
職員数 10,000 （A－B） 10,000 （A－D）

A B C C/A×100 D E E/A×100

議 会 5 4 1 20.0 4 1 20.0

総 務 72 72 0 0.0 68 4 5.6

税 務 21 18 3 14.3 18 3 14.3

民 生 48 59 △ 11 △ 22.9 72 △ 24 △ 50.0

衛 生 33 25 8 24.2 37 △ 4 △ 12.1

労 働 1 0 1 100.0 2 △ 1 △ 100.0

農 林 水 産 31 17 14 45.2 20 11 35.5

商 工 8 11 △ 3 △ 37.5 11 △ 3 △ 37.5

土 木 26 27 △ 1 △ 3.8 29 △ 3 △ 11.5

一般行政計 245 235 10 4.1 261 △ 16 △ 6.5

教 育 37 43 △ 6 △ 16.2 36 1 2.7

消 防 2 22 △ 20 △ 1000.0 59 △ 57 △ 2850.0

普通会計計 284 300 △ 16 △ 5.6 356 △ 72 △ 25.4

※　総務省　地方公共団体定員管理調査数値による。
※　人口は、平成30年1月1日現在の住民基本台帳人口（32,504人）による。

単純値 による比較 修正値 による比較

単純値及び修正値 により算出した職員数との比較

大 部 門

表６：大部門以上定員管理診断表（平成30年４月１日現在）

× ×
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（３）県内他市との比較 

平成31年４月１日における県内13市の職員数の状況は、【表７】のとおりです。 

普通会計から消防部門の職員を除いた※職員１人当たりの人口は、114.8人と

なっており、県内における人口５万人以下の４市のうちで最も多くなっています。 
※ 本市においては、常備消防の事務を柳井地区広域消防組合で共同処理しているため、消防部門を除く普通会計の職員

数で比較した。なお、本市の消防部門職員２人は、消防団事務を担当する職員数を計上している。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）定員モデルとの比較 

地方公共団体において適正な定員管理が行われるよう各種提言を行ってきた総

務省地方公共団体定員管理研究会は、平成31年３月に報告書「地方公共団体にお

ける適正な定員管理の推進について」を公表し、この中で、一般市における定員

モデル試算式が示されました。 

「定員モデル」は、一般行政部門を対象として、地方公共団体の職員数と最も

関連が深いと考えられる行政需要に関する統計数値（人口、世帯数、面積、事業

所数など延べ29項目）を指標として算出する方法です。統計数値を収集し、一般

市の定員モデル試算式により試算した結果、柳井市245人に対しモデル値240人と

なりました。モデル値との比較では、職員数が５人超過するという状況となって

います。  

表７：県内他市職員数比較表（平成31年４月１日現在）
（単位：人）

一般行政 教育 消防 計　E

A B C D B+C+D E-D A/F

下関市 [中核市] 263,573 1,607 293 318 2,218 1,900 138.7

宇部市 [市Ⅳ-３] 165,409 846 88 1 935 934 177.1

山口市 [市Ⅳ-３] 192,246 1,148 141 246 1,535 1,289 149.1

萩市 [市Ⅰ-１] 47,625 418 79 91 588 497 95.8

防府市 [市Ⅲ-２] 116,435 565 56 143 764 621 187.5

下松市 [市Ⅱ-２] 57,103 287 33 65 385 320 178.4

岩国市 [市Ⅲ-３] 135,342 951 99 0 1,050 1,050 128.9

光市 [市Ⅱ-２] 51,324 318 34 0 352 352 145.8

長門市 [市Ⅰ-１] 34,305 303 37 66 406 340 100.9

柳井市 [市Ⅰ-３] 32,031 245 34 2 281 279 114.8

美祢市 [市Ⅰ-１] 24,567 227 47 58 332 274 89.7

周南市 [市Ⅲ-２] 143,827 865 97 205 1,167 962 149.5

山陽小野田市 [市Ⅱ-２] 63,168 358 75 1 434 433 145.9

13市平均 102,073 626 86 92 804 712 138.6

※　総務省　地方公共団体定員管理調査数値による。

職員1人

当たりの人口市名 [類　型]

人口

（H31.1.1）

普通会計（H31.4.1） 消防部門を除く

普通会計計　F
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（５）職員の年齢構成 

本市の職員の年齢構成は、【図５】のとおりとなっています。職員の新規採用

を抑制した期間があったことや、新卒者の就職希望先の多様化などにより、30歳

台以下の職員の割合が少なくなっており、組織全体の活力を維持する観点からも

人事管理における将来的な課題となっています。 

 

 図５：年齢別職員構成（平成31年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 定員管理計画 

（１）基本的な考え方 

平成17年の合併から15年が経過し、柳井市行政改革大綱、柳井市定員管理計画

等による取組の結果、行政組織、職員数ともに効率化が図られ、着実な成果が得

られています。 

類似団体や定員モデルとの比較においても、現在の本市の職員数は、ほぼ適正

な水準にあると認められます。 

第４次定員管理計画を策定するに当たっては、引き続き、適正な定員管理を図

ることを念頭に、最少の経費で最大の効果を挙げ、また、常にその組織及び運営

の合理化を図りつつ、多種多様化する住民ニーズにあった質の高い行政サービス

を提供できるように努めます。 

 

（２）計画期間 

令和２年４月１日を起点とし、令和７年４月１日までの５年間とします。 

 

（３）対象職員 

対象職員は、一般職に属する職員のうち公営企業会計等に属する職員を除く普

通会計における職員とします。 
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（４）数値目標 

本市の職員数は、現在ほぼ適正な水準にありますが、引き続き民間委託の推進

等を積極的に活用することなどにより、効率的な行政サービスを提供する必要が

あります。 

一方、職員の年齢構成の偏在は、人事管理における大きな課題であり、できる

限り平準化した採用数を確保することにより、長期的にこの解消に取り組む必要

があります。 

また、行政需要が高まる分野への職員配置や、全国の地方公共団体の総職員数

が平成28年以降ほぼ横ばいになっていること、国家公務員において検討されてい

る定年延長の地方への波及など、今後も定員管理をめぐる情勢の変化に対応して

いく必要があります。 

以上のことから、令和７年４月１日における職員数（普通会計）については、

業務に支障をきたさず、行政サービスの低下を招くことのない範囲とし、277人

（4人削減）とすることを目標とします。 

 

○定員管理計画の数値目標（普通会計ベース） 

令和２年４月１日   ⇒   令和７年４月１日 

  ２８１人    ４人削減    ２７７人 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】定員管理計画の数値目標（総職員数） 

令和２年４月１日   ⇒   令和７年４月１日 

  ３１８人    ４人削減    ３１４人 

 

 

 

 

 

 

  

（単位：人）

目標年度

令　和

２年度

令　和

３年度

令　和

４年度

令　和

５年度

令　和

６年度

令　和

７年度

前 年 度

退 職 予 定 者
4 8 14 6 22 54

当 該 年 度

採 用 予 定 者
10 10 10 10 10 50

増 減 数 6 2 △ 4 4 △ 12 △ 4

４ 月 １ 日

職 員 数
318 324 326 322 326 314

計画年度
計区　　　分

（単位：人）

目標年度

令　和

２年度

令　和

３年度

令　和

４年度

令　和

５年度

令　和

６年度

令　和

７年度

前 年 度

退 職 予 定 者
4 8 14 6 22 54

当 該 年 度

採 用 予 定 者
10 10 10 10 10 50

増 減 数 6 2 △ 4 4 △ 12 △ 4

４ 月 １ 日

職 員 数
281 287 289 285 289 277

計画年度
計区　　　分
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図６：新たな定員管理計画とこれまでの計画  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）目標達成への取組 

①民間委託等の推進、指定管理者制度の活用 

民間委託等の推進、指定管理者制度の活用により、職員の適切な配置を図

ります。 

②多様な任用形態の活用 

業務の内容に応じて、再任用職員、会計年度任用職員等、適切な任用形態

の職員を配置します。 

③定年退職者の効率的な補充と計画的な採用 

定年退職者の補充について、技能労務職員については不補充を原則としま

す。その他の職員については、国家公務員における定年延長の動向を注視し

ながら、職員の年齢構成、組織の新陳代謝、退職者の培った技術・経験等の

継承を考慮し、計画的な採用を行っていきます。 

④効率的な組織体制の確立 

部門別職員数について、毎年度、定員管理調査結果を基に類似団体との比

較検討を行いつつ、より効果的な職員の配置を行います。 

また、地方分権・地域主権改革の推進に伴う権限移譲や、多様化する行政

ニーズに対応するため、柔軟な職員配置を行います。 

⑤行政事務の効率化 

ＩＣＴ（情報通信技術）やＲＰＡ（定型業務の自動化）、ＡＩ（人工知能）等を活用し

た業務の効率化や、日々の業務における事務改善に不断に取り組むことによ

り、少ない職員数で効率よく事務を執行できる体制を確立します。 

⑥人材育成 

最少の職員数で最大の効果を発揮するため、柳井市人材育成基本方針に基

づく研修を通して、職員の能力向上を目指し、人材の育成に取り組みます。 
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実績値
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定員管理計画（第３次）における目標数値

定員管理計画（第４次）における目標数値
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⑦職員の健康管理 

職員数の減少、業務の多様化・複雑化に伴い、職員一人一人に掛かるスト

レスは増加しており、職員の健康管理を適切に行うことが重要となります。

これは、職員やその家族にとってのみでなく、公務を効率的かつ的確に提供

するという視点からも、その対応が求められています。このため、産業医や

保健師による面談、職員健康講座やメンタルヘルス研修等の実施により、職

員の健康管理を適切に行って参ります。 

 

（６）計画の公表 

ホームページなどを活用して、本計画及び目標の達成状況について公表を行

い、計画の実効性を高めていきます。 
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５ 定年引上げに伴う対応（令和６年２月追記） 

（１）制度概要 

令和３年６月に「国家公務員法等の一部を改正する法律」（令和３年法律第

６１号）が公布（令和５年４月１日施行）され、それに伴い、令和４年１２月

に「柳井市職員の定年等に関する条例」をはじめとする関係条例の改正等が公

布（令和５年４月１日施行）されました。 

これにより、令和５年４月から２年に１歳ずつ定年を引き上げ、令和１３年

４月に６５歳定年となることから、令和５年度から令和１４年度までの間は、

原則として定年退職者が２年に一度しか生じないこととなります。 

そのため、６０歳到達後の職員も段階的に引き上げられる定年を迎えるまで

は、職員定数に含まれることとなります。 

 

 

 

（２）改定内容 

  本市における定年引上げ制度の導入に伴い、本計画期間（令和2年4月1日～

令和7年4月1日）における影響を踏まえ、計画年度である令和６年度及び目標

年度である令和７年度における職員定数を見直します。 

  改定内容は、①退職予定者を６０歳到達年度から定年引上げ後の定年に変更

し、②定年引上げに伴い、定年引上げ期間中の令和５年度から令和１４年度ま

での間も、本市において質の高い行政サービスを安定的に提供できる体制を確

保するため、将来の職員構成に偏りが生じないように、定年引上げ期間中定年

退職者が生じない年度においても一定の新規採用職員を継続的に確保するもの

とします。 

60歳

令和
４年度

（2022）

令和
５年度

（2023）

令和
６年度

（2024）

令和
７年度

（2025）

令和
８年度

（2026）

令和
９年度

（2027）

令和
10年度
（2028）

令和
11年度
（2029）

令和
12年度
（2030）

令和
13年度
（2031）

令和
14年度
（2032）

60歳
定年退職

61歳
暫定再任用

62歳
暫定再任用

63歳
暫定再任用

64歳
暫定再任用

65歳
暫定再任用

59歳 60歳 61歳
定年退職

62歳
暫定再任用

63歳
暫定再任用

64歳
暫定再任用

65歳
暫定再任用

58歳 59歳 60歳 61歳 62歳
定年退職

63歳
暫定再任用

64歳
暫定再任用

65歳
暫定再任用

57歳 58歳 59歳 60歳 61歳 62歳 63歳
定年退職

64歳
暫定再任用

65歳
暫定再任用

56歳 57歳 58歳 59歳 60歳 61歳 62歳 63歳 64歳
定年退職

65歳
暫定再任用

55歳 56歳 57歳 58歳 59歳 60歳 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳
定年退職

６１歳 ６２歳 63歳 64歳 65歳

昭和41年度
1966.4.2生～1967.4.1生

昭和42年度
1967.4.2生～1968.4.1生

昭和37年度
1962.4.2生～1963.4.1生

昭和38年度
1963.4.2生～1964.4.1生

昭和39年度
1964.4.2生～1965.4.1生

昭和40年度
1965.4.2生～1966.4.1生

定年年齢

職員の生年月日
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  なお、目標年度（令和７年度）における前年度退職予定者として当初２２人

を予定し、それに基づき令和７年度４月１日の職員数を算定していましたが、

定年引上げに伴い退職予定年度が変更となることから、目標年度における４月

１日職員数は、令和２年４月１日と比べ増員となります。 

この点については、次期定員管理計画（令和７年度～令和１１年度）におい

て、定年引上げ移行期間における職員の働き方に対する動向に注視し、適切な

業務体制の確保に努めるよう職員数を整理するものとします。 

 

（３）改定後の数値目標 

○定員管理計画の数値目標（普通会計ベース） 

令和２年４月１日   ⇒   令和７年４月１日 

  ２８１人    １４人増加    ２９５人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】定員管理計画の数値目標（総職員数） 

令和２年４月１日   ⇒   令和７年４月１日 

  ３１８人    １４人増加    ３３２人 

 

 

 

 

 

 

（単位：人）

目標年度

令　和

２年度

令　和

３年度

令　和

４年度

令　和

５年度

令　和

６年度

令　和

７年度

前 年 度

退 職 予 定 者
4 8 14 0 6 32

当 該 年 度

採 用 予 定 者
10 10 10 8 8 46

増 減 数 6 2 △ 4 8 2 14

４ 月 １ 日

職 員 数
318 324 326 322 330 332

計画年度
計区　　　分

（単位：人）

目標年度

令　和

２年度

令　和

３年度

令　和

４年度

令　和

５年度

令　和

６年度

令　和

７年度

前 年 度

退 職 予 定 者
4 8 14 0 6 32

当 該 年 度

採 用 予 定 者
10 10 10 8 8 46

増 減 数 6 2 △ 4 8 2 14

４ 月 １ 日

職 員 数
281 287 289 285 293 295

計画年度
計区　　　分


